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　工場法はその制定史の始点を 1881（明治 14）年に求めるのならば 1），1911































































場法と内務省」，17 ～ 84 ページ，副田義也編『内務省の歴史社会学』，東京大学出
版会．このように数多くの先行研究が存在し，さらに制定過程の時間軸が長期にわ
たっているため，本稿では詳細な制定過程の記述は行わない． 



















働者に関する実態調査を敢行していた 4）．1881（明治 14）年 4 月 7 日，農商務
3）　千本暁子（2008）「日本における工場法成立史―熟練形成の視点から―」『阪南論




























案の策定は続いた．その後，1887（明治 20）年 6 月には両条例案が脱稿した．
これは，すでに労働者保護立法が成立していたヨーロッパの各国にならい，特










































19 県が答申をしたが，そのうち，1 府 14 県が法令の制定に賛成の意思を示し



















た．また，実際に任命された議員の内訳も，官吏 5 名（農商務省 2 人，外務，大蔵，
逓信各 1 人），民間人 15 名（銀行頭取，商業会議所会頭，財閥関係者など）となっ
ていた．












　1897（明治 30）年 6 月には，職工法案が脱稿する．この法案の適用範囲は，
当初 50 人以上使用する工場で，原動力を使用する工場であったが，30 人以上
を使用する一般の工場へも適用範囲が拡張された．この法案は第 11 回帝国議





工法案を，総則，工場，職工，徒弟，監督，罰則の 6 章立て全 40 条とし，や
や詳細な法文としたのである．同年 9 月にはこの工場法案をもって各商業会議





























修正案が 11 月 1 日に本会議へ提出され，さらなる大規模な修正ののち決定を
見た．この修正において，職工の異動に関する規制条項を削除し，全 22 条の
簡素な法案となった．
12）　『渋沢栄一伝記資料』第 21 巻，345 ～ 346 ページ．
13）　千本暁子（1985）「職工問題対策からみた明治期雇用関係―転換の契機としての
同業組合準則の制定に着目して―」『社会科学』第 35 号，166 ～ 167 ページ．
14）　同上．
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案は 1902（明治 35）年 11 月，関係各省，地方長官，各商業会議所に回付され，









502 ～ 503 ページ．
16）　副田義也（2010）「工場法と内務省」副田義也編『内務省の歴史社会学』，24 ～
25 ページ．





都法 58 巻 2 号（2018 年 1 月） 215
とになったのである．




































































1911（明治 44）年 2 月 2 日，この法案が第 27 議会に提出され，衆議院で一部










24）　1910（明治 43）年 3 月 24 日勅令第 28 号「生産調査会官制」
25）　前掲『工場法論』，88 ページ．
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遅延してしまう．その後，1916（大正 5）年 8 月に工場法施行令，訓令が公布











28）　前掲『労働行政史 第 1 巻』，47 ページ．
29）　同上『労働行政史 第 1 巻』，47~48 ページ．





















































員会で採択されたものであるという．Hutchins, B.L. and A. Harrison, A History of 
Factory Legislation, London: P.S. King & Son, 1911, 2nd edition. （ 大 前 朔 郎 ほ か 訳
（1976）『イギリス工場法の歴史』新評論．）
32）　大正 4 年 12 月 27 日勅令第 231 号（農商務省官制中改正ノ件）．
33）　前掲『労働行政史 第 1 巻』，64 ページ．
都法 58 巻 2 号（2018 年 1 月） 221
　次いで地方における行政体制であるが，1919（大正）5 年 1 月 21 日には工



















34）　大正 5 年勅令第 8 号「工場法施行期日ノ件」．
35）　大正 5 年勅令第 4 号「警視廳官制中改正ノ件」，同第 5 号「北海道廳官制中改正
ノ件」，同第 6 号「地方官官制中改正ノ件」．
36）　大正 4 年勅令第 231 号「農商務省官制中改正ノ件」および，前掲大正 5 年勅令
































40）　前掲『労働行政史 第 1 巻』，64 ページ．
都法 58 巻 2 号（2018 年 1 月） 223
に新設された工場課の課長となった 41）．またこれとあわせ，11 名の技師も上記
重要工業地帯に振り分けられた．
　次に監督職員総数 199 名の職種等の内訳を確認したい．図表 3-2 によると，

































事務 衛生 技術 計
奏任官
10 6 5 21
48% 29% 24% 100%
判任官
50 51 77 178
28% 29% 43% 100%
計
60 57 82 199
30% 29% 41% 100%
　　　　　出典）農商務省（1916）『工場監督年報 第一回』，4～6 ページより作成．
　　　　　※上段は実数 , 下段は行％．




















て」『労働の科学』第 9 巻第 4 号，251 ～ 253 ページ．
46）　国立公文書館所蔵「工場監督官吏兼任に関する件」（請求番号 : 分館 -05-040-00 






「工場監督制度に就て」『工業評論』第 9 巻第 9 号，5~6 ページ．


















と，工場法が施行された 1916（大正 5）年には，中央地方双方合わせ，200 名
をわずかに超える程度であった．また，工場法施行の 1916（大正 5）年から 5
Sholtz, John. T, Jim Twombly, and Barbara Headrick. 1991. “Street-Level Political Con-
trols over Federal Bureaucracy.” The American Political Science Review 85（3）: 
829-850. また，自治体行政機関が政治的環境を考慮した宥和的な規制を行う様子を
明らかにしたものとして，北村喜宣（1997）『行政執行過程と自治体』，日本評論社，
206 ～ 210 ページ．他方，OSHA の規制執行活動が，政治家や労働組合などのアク
ターの影響を受けず，「戦略的中立性（strategic neutrality）」を保つことで行政機関
としての存続を図っていると主張するものとして，Huber, Gregory A. 2007. The 
Craft of Bureaucratic Neutrality: Interests and Influence in Governmental Regu-
lation of Occupational Safety. New York: Cambridge University Press. 
51）　1916（大正 5）年分の第 1 回の年報は，1919（大正 8）年に刊行されており，第
23 回（1938（昭和 13）年分）までは国立国会図書館等に所蔵がある．それ以後に
関しては戦時中のためか存在が確認できない．













すると，208 名から 420 名で，約 2 倍に増加している．他方，工場法適用工場

























































1916 1917 1918 1919 1920 1921 1922 1923 1924 1925 1926 1927 1928 1929 1930 1931 1932 1933 1934 1935 1936 1937 1938
工場法適用工場数 工場数/地方監督官吏
図表 3-4　工場法適用数と 1 人あたり受持ち工場数
出典）『工場監督年報』各年度版より作成．
図表 3-5　工場監督官吏本務者 , 兼務者内訳（1928 年）
工場監督官 工場監督官補
事務 衛生 技術 事務 衛生 技術
中央 本務 2 2 4 5 0 2
兼務 0 2 0 2 0 0
地方 本務 18 7 9 103 6 174
兼務 0 1 3 22 29 83












出張日数の推移である．1927（昭和 2）年から 1937（昭和 12）年までの間に，



























































































































1928 1929 1930 1931 1932 1933 1934 1935 1936 1937 1938
監督職員による実施 警察官による実施 警察官吏実施割合
図表 3-9　工場監督官吏 , 警察官吏別臨検実施数
出典）『工場監督年報』各年度版より作成．
を有していない警察官吏が主体となり臨検監督をすることで，工場監督が警察
行政化していた．それと関連して第二に，警察官吏が主体となって行われる臨
検監督は，その専門性の欠如から勢い形式的なものとなっていた．
　以上述べたように，工場監督官制度の導入は必ずしも，工場衛生学や機械工
学，応用化学等，高度の専門知識に裏打ちされた技術的な監督活動をもたらし
たわけではなかった．すなわち，監督官制度が導入されたものの，その圧倒的
なリソース不足と監督対象の急速な拡大により，警察官吏による「補充監督」
がむしろ工場臨検監督の主体となっていたのである．したがって，工場法が制
定施行されてからそれ以後も，工場法制定以前の工場監督行政と同様，法規の
違反を形式的に摘発する警察的な監督活動が継続的に行われていたと結論付け
ることが出来よう．工場法制定以前に工場監督行政組織に胚胎された「テクニ
カル・コア」としての法規制執行能力が組織の専門性として維持されることと
なったのである．
労働監督制度をめぐる戦前と戦後234
　次節では，ここまで保持し続けてきた労働監督行政機関の「テクニカル・コ
ア」としての法規制執行能力が，次第に戦時体制へと突入する中でいかなる変
化を被ったのかを明らかにする．
